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要 旨

現代の企業では仕事が専門領域に細分化した結果、さまざまな専門職種が企業内

に存在している。これらは企業内専門職として広く認知され、当該業務自体に高い

自立・自律性が要求されている。しかしながら所属企業での経済的競争、職能と公

共的社会との関わり、個人的な立場や役割における葛藤や曖昧さ、過重な負担や責

任など、企業内専門職は多様な圧力に日々さらされている。また専門職倫理綱領の

適用と推進においても、企業倫理とのジレンマに直面し、常に困難な状況にある。

本論は以上の問題意識の元、専門職倫理と企業倫理とのジレンマに着目し、「民

間放送事業者における放送倫理」を事例に課題を考察する。

Ⅰ はじめに

産業の発展や進化に伴い、営む事業も多岐に渡るようになるにつれ、仕事も細分化する。

こうした流れは放送業界でも同じである。放送業界では放送技術の発展と事業の多角化が

進むに従って、仕事が細分化された。そしてそれぞれの業務を受け持つ専門職人材が増え

ていくものの、専門職の地位の源泉となる倫理綱領が、専門職が増える度に新たに作成さ

れたという話は聞こえてこない。そこにあるのはただひとつ、「放送倫理基本綱領」（以下、

放送倫理と略す）のみである。放送倫理は放送業界に勤める従業員だけでなく、経営者も

含めて遵守するべきものとして制定されたものだ。しかし放送業界においてはその制定後

も報道での公平性・中立性の問題や、情報番組や報道における誤報やねつ造、バラエティ

番組での虚偽演出の取り扱いなど、不祥事が後を絶っていない。こうした状況では、放送

倫理が放送業界の専門職人材の倫理綱領として十分に機能していないといえよう。

これより本論は、現代の専門職が抱える倫理綱領の機能不全に関する問題について、民

間放送事業者における放送倫理を研究対象とし、既存の先行研究の論点を整理することで、
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専門職倫理綱領を所属企業で適用させる際の課題を抽出することを目的とする。

Ⅱ 放送倫理基本綱領の現状

本論では民間放送事業者における放送倫理を研究対象とするが、その理由を以下に述べ

る。民間放送事業者における企業内専門職には、次の四つの特徴が挙げられる。

①民間放送事業者の企業内専門職は大半が企業との雇用・被雇用の関係にあること。

②社会的公共性が高い企業内専門職であり、またその一般的な認知もあること。

③ジャーナリストのように、歴史的に古くから存在する専門職がいること。

④独自の専門職倫理綱領を備えていること。

こうした企業内専門職としての特徴があるにも係わらず、民間放送事業者全体では放送倫

理に抵触する違反事例が平均すると年に3件 1ほど公表されている。公表数から見れば、

実際には未然に終わったものや認知されていないものがまだまだあるだろう。こうした状

況は民間放送事業者で専門職倫理綱領が機能不全に陥っていることの表れだと推察される

ことから、これらのジレンマの原因を明らかにしていきたい。

１ 放送倫理基本綱領の制定の経緯

放送倫理が制定されたのは1996年。民間の地上波テレビ放送が事業を開始したのは

1953年であり、放送倫理の制定は比較的新しい出来事である。この倫理綱領の制定の直

接的な原因は、1990年代に放送業界で多発した不祥事による。例示すると、オウム真理

教による坂本弁護士殺害事件の引き金となった、TBSで発生した番組担当者による取材

VTRテープの漏洩 2や、テレビ朝日の椿取締役報道局長（当時）によるいわゆる「椿発

経営戦略研究 Vol.1630

1 2022年4月25日時点、BPOホームページ「放送倫理検証委員会 委員会決定」より集計した。

https://www.bpo.gr.jp/?page_id=806&meta_key=2021

2 1989年10月26日、TBS番組『3時にあいましょう』武市功・担当ディレクターがインタビューし

た坂本堤弁護士の未放送取材テープを、多良寛則・総合プロデューサーが個別判断でオウム真理教（当

時）の幹部に見せた。この内容から「オウム真理教被害者の会」発起人である坂本弁護士の被害者弁護

方針がオウム真理教にとって対抗する存在だということが明確になる。この後、10月31日にオウム真

理教幹部3人が強引に同弁護士事務所を訪れ交渉するが、決裂。11月4日には同弁護士が殺害されるに

至った事件。その後1995年11月に東京地検がTBSを訪れ関係者への事情徴収を実施したことで、同

社で社内調査委員会が発足され、検証が行われた。1996年3月にようやく同社が取材テープを放送前

に見せたことを認め、武市・多良氏が懲戒解雇、磯崎洋三社長（当時）が引責辞任の処分とされた。放

送の公共性と信頼性を大きく失墜させる結果となった（原口 1998,14 17頁,110 112頁）。



言事件」3などが挙げられる。放送局の根幹である「信頼」を打ち壊すようなこれらの出

来事が続いたことで、公的規制を受ける可能性が高まったことから、放送業界が自らを律

して信頼を回復するために、倫理綱領を自ら制定することになった。

新聞や雑誌等を含めた日本のメディア産業において倫理綱領の導入が始まったのは、第

二次世界大戦後である。ポツダム宣言後のGHQによる「プレスコード」の発布から戦後

の日本の「言論・表現の自由」は始まるのだが、GHQによる枠組みの中で特にマッカー

サー元帥の希望として、日本新聞協会の設立と新聞倫理綱領の確立が示された。これを受

けて1946年に日本新聞協会が設立され、翌年の1947年に新聞倫理綱領が制定された。

新聞倫理綱領には二つの特徴がある。第一にGHQの占領方針を前面に出し、細部の記述

は当時のGHQ新聞課インデボン課長が指示したこと。第二に全米新聞編集者協会が1923

年に制定した「倫理綱領（CanonsofJournalism）」の大枠を踏襲したこと4、である。

新聞倫理綱領は、いわば民主主義的価値観の普及の手段として、アメリカの占領統治施策

の一環として日本にもたらされたものだと言えよう。その後、日本でも民間放送が1951

年にラジオから開局することになるが、放送業界に対して倫理綱領はこの時すぐに導入さ

れなかった。開局済みの日本放送協会（以下、NHKと略す）にだけに適用されていた放

送法第三条の二の番組編集準則 5が、民間放送にも「準用」されることになったためであ

る6。当時、放送は電波という貴重な天然資源を利用して幅広い影響力を与えるものと考

えられていたため、その内容に関しては法律により規制されることとなった。対して新聞

は独立した事業主の経営の元、所属業界の倫理綱領による自律した運用を目指したことか

ら、自主・自律的な規定によるシステムだと言える。

その後、UHF7という初期のテレビ放送と異なる帯域の電波の活用によりチャンネル

数の拡大が可能となり、1970年代から放送局の設置数が飛躍的に増加する。地方におい

民間放送業における放送倫理 31

3 1993年10月13日、テレビ朝日の椿貞良取締役報道局長（当時）が日本民間放送連盟の内部会合で

「非自民政権が生まれるよう報道せよと指示した」などと発言した、と産経新聞から報道されたことを契

機に、椿氏は取締役と報道局長を解任され、国会へ証人喚問を受けた。選挙報道における政治的公平が

問われた事件（原口 1998,175 176頁）。

4 経緯については、渡辺 2004b,42 43頁を参照。

5 番組編集準則とは放送法第三条「放送番組の編集の自由」を実施する際、放送局側が自主自律的に守

るべき基準のこと。「公安および善良な風俗を害しないこと」「政治的に公平であること」「報道は事実を

まげないですること」「意見が対立している問題については、できるだけ多くの角度から論点を明らかに

すること」の四つ。放送事業者の自律のための倫理規定として扱われている。

6 経緯については、鈴木 2017,増40頁を参照。番組編集準則は1988年の改正で「通則」に移され、

民間放送にも「適用」されることになる（鈴木 2014,16頁）。

7 UltraHighFrequency。極超短波を指す。旧来のVHFと比べて周波数帯が高いため、大量の情報を

送ることに向いている。



ては1971年に青森県で日本初の地域情報番組が始まる8など、地域の情報や報道への関

心の高まりが見られ始めた。ジャーナリズムへの理論的な枠組みは、戦後に大学で新設さ

れた新聞学部 9での学生向けの教育と並行して、社会人向けに「講座」形式の書籍を通じ

て広げられていった10。放送においても1972年のあさま山荘事件の生中継で放送報道へ

の注目が集まったこともあり、ジャーナリズムへの気運が高まる。1975年にはいわゆる

腸捻転 11が解消され、現在の地上波テレビ放送体制の基礎が構築される。その後1999年

に現在の「NHKと、民間放送5系列114社、独立系放送局13社」の体制が確立した。

主として1970年代から1990年代の20年間に地上波テレビ放送の開局とその影響力

が全国へ拡張していったが、これには良い影響も悪い影響もあった。良い面はドラマ、バ

ラエティといったエンターテインメントの普及であり、視聴者の生活を楽しく豊かにする

文化や娯楽の提供が増え、情報番組を通じた地域情報発信への貢献度がさらに高まったこ

となどが挙げられる。しかし負の側面としては、バラエティ番組における「やらせ」問題

や、情報番組や報道における誤報、ねつ造、そしてそれらが起因となる人権侵害などが挙

げられよう。しかし1990年代初め頃まで、当時の旧郵政省は放送事業者の自立の尊重と

いう放送法の立法趣旨を踏まえて、行政処分を行うという公的規制には慎重な姿勢を取っ

ていた。一方で、放送事業者で働くジャーナリストには「権力の監視」という専門職とし

ての役割があることから、公的機関とは一定の距離を置いた上で自主・自律的に業務を遂

行できる必要があった。

ところが1993年の椿発言事件から旧郵政省の姿勢が一転した。鈴木（2014）によると

「1993年の椿発言事件の際、旧郵政省から、放送事業者が政治的公平の規定に違反した場

合に大臣が無線局の運用停止を行うことができるという見解が示された。その後は繰り返

し、番組編集準則の観点から番組内容が問題視され、総務省による行政指導が行われてき

た」12と述べる。日本では1952年に電波管理委員会が廃止されて以降、放送のための免

許の付与は大臣の権限となり、大臣はその権限を通じて放送に対する監督を行ってきた。
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8 1970年4月1日に青森放送で始まった「RABニュース・レーダー」という番組である。

9 具体的な学校名は、塚本 2010,107 108頁を参照。

10 具体的な書籍は、山田 2021,81頁を参照。

11 民放テレビのニュースネットワークの一部について、資本との不一致が見られた現象を指す。具体的

には、当初はTBSが朝日放送、日本教育テレビ（現 テレビ朝日）が毎日放送との間でニュースネッ

トワークが組まれていたが、調整を経て1974年11月，関係テレビ4局（日本教育テレビ・TBS・朝日

放送・毎日放送）の間で合意が成立。1975年4月から、TBS＝毎日放送，日本教育テレビ＝朝日放送

の、株主である新聞の資本と一致したネットワーク関係が確立した。

12 鈴木2014，16頁。



椿事件の顛末は「大臣が放送事業者を監督する」という日本特有の仕組みの一定の限界を

示しており、言論機関である放送事業者の「国家からの自由」の確保は、放送事業者側の

自主・自立的な行動によって確保されなければならない事態となった。これを受けて放送

事業者は自主・自立・自律して事業を継続していく上で必要な行動を対外的に示す必要が

生じ、法的な枠組みとは別に自主・自立・自律を促す倫理綱領の作成が進められ、1996

年に「放送倫理基本綱領」として制定されたのである。放送倫理は現在、NHK、民間放

送がともに遵守するべき倫理綱領として存在し、活用されている。

２ 第三者機関における放送倫理基本綱領の適用の現状

放送倫理が実際に放送事業者の活動の中で遵守されているかどうかを審議することは、

第三者機関に委ねられている。この機関は2003年に設置された「放送倫理・番組向上機

構」（以下、BPOと略す）である。BPOは視聴者から寄せられた放送への苦情や放送倫

理上の問題に対して、自主的に独立した第三者機関としての立場から迅速に対応すること

を目的として組織された。BPOでは現在、放送局が言論と表現の自由を確保しつつ、正

確な放送と放送倫理の高揚に寄与するための活動を行っている。

ここで、視聴者が苦情を放送局へ寄せる際のフローを確認する。視聴者が放送内容や取

材対応について苦情を述べたい場合、最初に当該放送局へ電話またはeメールにて申し立

てを行う。そこで放送局から受ける見解や内容の説明について合意が得られない場合、視

聴者はBPOへ連絡をする。つまり、BPO は二つ目の階層として視聴者対応を受け持つ

という立場になる。BPOでは苦情申立人からの意見や事案を、その内容に応じて各委員

会へ分類する。例えば放送倫理検証委員会では、より選別された意見の中から問題事例に

対して放送倫理上問題があったか否かを調査・審理して「勧告」または「見解」を出す。

場合によっては、再発防止案の提出を放送局に求める。放送局側が遵守事項として求めら

れることは、委員会の調査に協力すること、委員会の「要望」や「見解」を尊重すること、

「勧告」を遵守し実行すること、再発防止策の提出、審理結果を視聴者へ周知させるため

に相当な時間帯・内容の放送を行うこと、であり、これらを欠けることなく対応する必要

がある。これまでに「問題がある」と指摘された番組などの事例について、放送倫理検証

委員会が調査し、審議・審理した結果をまとめた「委員会決定」は42が公表され 13、そ
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13 2022年3月14日時点、BPOホームページで公開されている情報より。

https://www.bpo.gr.jp/?page_id=3707



の内容はBPOホームページで掲載されている。

３ 放送倫理基本綱領の位置付け

放送局が倫理性を維持するための基準には、二つのタイプが存在する。ひとつは法律で

義務付けられている「法定システム」。あとひとつは、業界団体および企業ごとのルール

となる「自主システム」である。

「法定システム」では、放送法で明文化された条項よりその基準が規定されている。ま

ず放送法による明文化された「放送の目的」「放送番組編集の自由」「放送番組編集基準」

が最初の層を成す。その下位に、各社が法的義務として制定する「番組基準」、その担保

組織として各社に設置される「番組審議会」が存在する。

他方では、倫理綱領の多層化による「自主システム」も構成されている。まず「放送倫

理」はNHK、民間放送事業者の両者に共通した自主的な倫理規範の最高位に位置づけら

れた精神的な規範である。次に、各放送局では独自に「放送基準」を設けることを放送法

第五条「番組基準」が規定しているが、民放の場合は業界団体の日本民間放送連盟 14が

定めた「放送基準」に各社の番組基準を準拠させることがほとんどである。その下位に、

個々の企業が制定したガイドラインが存在する。これらの関係性を、図1で示す。

これらから分かるように、放送局の倫理性は、「法定システム」と「自主システム」の、

少なくともそれぞれが三層構造を備える二つのシステムにより維持される仕組みが構築さ
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14 日本民間放送連盟（民放連）は、基幹放送を行う全国の民間放送事業者を会員とする一般社団法人。

地上テレビ、ラジオ事業者など正会員205社により構成される。

https://j-ba.or.jp/category/aboutus/jba101977を参照。

（花田 1997,146頁の記述を元に筆者作成）。

図１ 放送局の倫理性を維持するための「法定システム」と「自主システム」構造



れている。この仕組みに基づき、放送事業者は法律を遵守し、放送倫理に則って番組制作

や報道、営業、事業、配信などの活動を行うことが、前提となっている。

なお倫理について花田（1997）は、選択の岐路で「善く」行うように働きかけるもの

とし、「倫理をメディア制度に『埋め込まれたもの』として考えなければならない」15と

主張している。これより花田（1997）では倫理を義務論として捉えているが、放送倫理

とは次節で述べるようにその方針が報道活動としか一致しない。

４ 放送倫理基本綱領の適用と課題

放送番組や報道には元々不安定で不確実な要素があり、仕組みで品質 16を管理するこ

とが厳しいなら、品質を担保する根幹は人材の能力であり、人材の倫理性が鍵になる。

放送事業者では社内外での研修を通じた、人材への継続した倫理育成が欠かせない。日

本民間放送連盟では「放送倫理手帳」という小冊子を民間放送事業者へ毎年配布し、放送

倫理の周知を図っている。各放送事業者の取り組みも多様である。例えば、社内での定期

的な放送倫理に関する研修会の開催や、研修を通じて得た教訓をメディア・リテラシー普

及の一環として子ども達に広める活動を実施し、さらにはその両方の様子を収めた自主製

作映画を公開する17など、それぞれに工夫をこらした活動を繰り広げている。

また、放送倫理の条文 18での倫理規範の方針から課題を確認する。倫理規範には「美

徳」「義務」「効用」「権利」「愛」の五つの方針がある19が、放送倫理の基本的な方針は

「効用」の原則となる功利主義で書かれている。功利主義では善悪を選択する上で「善が

どれだけ促進され、悪がどれだけ抑制されるか」20という点を最終的に重要なこととして

いる。メディアが視聴者に情報を周知する役割については「最大多数への最大幸福」を考

える功利主義の目的論的アプローチ 21が合うであろう。しかし文面を読み進めると、報
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15 花田 1997,158頁。

16 放送における「品質」には、「質的公正」と「電波の送受信環境」の二面があるが、ここでは「質的

公正」を指す。山田（2021）によれば、質的公正は「多様性の確保であり、多角的論点の呈示と相俟って

の公正さを求めること」である（山田 2021,166頁）。

17 本件は東海テレビによる地域貢献活動と、映画「さよならテレビ」の製作公開の一連を指す。地域貢

献活動については、https://www.tokai-tv.com/csr/chiiki/tour.htmlを参照。映画については、https://

sayonara-tv.jp/を参照。

18 条文はBPOホームページで公表されている。https://www.bpo.gr.jp/?page_id=1299

19 五つの方針の分類は、Christians2020,p14 29を参照。

20 Christians2020,p21.を参照。

21 行為の道徳的価値は、その行為が行われた結果との関連においてのみ判断されるべきであって、行為

そのものは価値を有するものを手に入れるための手段に過ぎない、という考え（DeGeorge1995,p.77）。



道の活動については義務論的アプローチ 22で書かれているという相違があるほか、放送

倫理を遵守する行動における専門職倫理と企業倫理とのジレンマについては、条文を読む

限り想定されていない。こうした一貫性の欠如があることを認識した上で、不都合が生じ

た際どのように対処するのかを日頃から検討しておく必要があるだろう。

倫理が扱うのは人間の行動であることから、「遵守するべき規範」と「実際の行動」を

日頃から調整する必要がある。企業や組織においては企業倫理綱領の制定により義務規定

を作って倫理性を担保させることが求められるが、人材に対する倫理的な研修も欠かせな

い。これらを両輪で回せる仕組み作りが重要なポイントとなるだろう。

Ⅲ 専門職と倫理

１ 民間放送事業者における専門職の定義とその変遷

放送局にはさまざまな専門職種が存在する。例示すると、番組制作に関わる人材ではディ

レクターやプロデューサーなどの番組制作者、報道記者や報道カメラマンといったジャー

ナリスト、アナウンサー、CGデザイナーやプログラマー、収録スタジオにおけるカメラ

マンや音声や照明などの映像技術者などが挙げられる。そして放送局は電波法により無線

局として位置付けられていることから、電波技術者やシステムエンジニアも雇用している。

会計や総務系の人材は一般的な国家資格などを個人で有する場合もある。中でも雇用人数

が多いのはジャーナリストと番組制作者であり、これらの人材は一般職としてメンバーシッ

プ型の雇用形態を有する。これらの専門職種のうち、放送局特有で、かつ法的な裏付けの

ある人材は、電波法に基づく電波技術者と、憲法二十一条に基づくジャーナリストである。

放送局の人材を日本標準職業分類に照合した場合、「専門的・技術的職業従事者」とし

て位置づけられる職種も数多く存在する。ジャーナリストは「専門的・技術的職業従事者」

（大分類）の中の「記者、編集者」に位置付けられる。番組制作者は「演出家」、アナウン

サーは「他に分類されない専門的職業従事者」、電波や放送スタジオの技術者は「通信機

器操作従事者」となる。ただし国際標準職業分類と比較した場合は、一部に差異が生じる。

「Professionals（専門職）」に分類されるのはジャーナリスト、番組制作者、アナウンサー、

CGデザイナーやプログラマーである。一方で映像技術者や電波技術者は、「Technicians
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22 ある行為を正当なものとするのは、その行為の結果ではなくて、その行為そのものが道徳律に合致す

るという事実である、という考え（DeGeorge1995,p.110）。



andAssociateProfessionals（技術者と準専門職）」の中の技術者という扱いになってい

る。

従業員の中で多くの数を占める専門職や準専門職の立場を守り、専門職としての職能を

各自に発揮して企業に貢献してもらうことは、現在の放送局の経営では欠かせない要素で

ある。ここではジャーナリストを例に、専門職としての社会的地位の確立について歴史を

振り返ってみる。その理由は、現在の放送局内の専門職のうち、職業としての発足が一番

古いためである。

古来より専門職として社会的に認められてきた職業は、医師、弁護士、聖職者である。

「歴史的に観て、中世封建社会において事実上職業は身分と一致していた。職業が明確に

身分と区分され独自の社会的意味と機能を持つようになるのは、19世紀以降の近代社会

から」23だと時井（2002）は述べる。マス・メディアの場合、プレス 24の社会的機能は

16～17世紀のイギリス・テューダーおよびスチュアート王朝の元で、王より人民へ政策

を伝える手段として発展した25。この後、メディア産業が印刷業者の副次的業務としてで

はなく、表現の自由を基礎とした職業として、マス・メディアの自由を確立していくため

の主な闘争は、18世紀に繰り広げられた。ジャーナリストについても、その立場が専門

的な職業として確立するのは19世紀である。蒸気機関などによる機械化が新聞の大量印

刷と輸送を可能にし、新聞業界の販売競争の激化が始まる。販売数の重視の結果、紙面の

内容もイエロー・ジャーナリズム 26の傾向が助長され、激しい批判と反感や苦情を招く

結果になった。19世紀後半、アメリカでジャーナリズムが専門職教育として大学教育に

組み込まれたことをきっかけに、プレス側が自らの道徳的堕落を認めたことでジャーナリ

ズムのあり方への改善運動が始まり、この動きが専門職業人化と倫理綱領の制定などへの

胎動となる。1910年代から1920年代にかけて州のプレス協会や個々の新聞社で倫理綱

領が採択され始め、その流れが1923年、後に日本の新聞倫理綱領にも影響を及ぼすアメ
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23 時井2002,22頁。

24 ここで言うプレスとは、「新聞・雑誌・書籍あるいはラジオ・テレビ・映画のいずれかを問わず、

民衆に対し、ニュースや意見、心情や信条を伝える一切の手段」であり、「マスオーディエンス（大量の

受信者）に届く伝達手段によってニュースや意見などを『発信するもの』（issuer）を意味している」

（TheCommissiononFreedomofthePress.1947,p.121）。以下、本論で「プレス」とカタカナ表記

しているものは、この定義に準ずる。

25 経緯については、Siebert.F.S.1953,p.13を参照。

26 有名人や芸能人の私生活を暴露することで大衆の人気を集める報道活動を指す。19世紀末のアメリカ

で大衆紙が販売部数をこの種の報道で大きく伸ばし過当競争に陥り、「プライバシー権」の考え方への発

露となった（山田2021,132頁 参照）。



リカ新聞編集者協会の倫理綱領（CanonsofJournalism）の制定に結実した。こうして

「大学において専門職教育がなされ、当該専門職に従事する者の職能団体が設立され、当

該団体に所属する者が遵守するべき倫理綱領が制定される、という専門職の三本柱がジャー

ナリズムにも形成」27されたと、塚本（2021）は述べる。

また山田（2021）によれば、ジャーナリストが専門職であることの名残として、古典

的な専門職の医師、弁護士、聖職者と同様に「多くの国において法定における証言拒否権

が認められている職業と合致しており、日本の民事・刑事裁判の訴訟法にも同様の規定が

みられる」28ことを挙げている。日本では民事裁判で最高裁が新聞、放送（NHK）、雑誌

（月刊誌）の記者に前述の古典的専門職と同等の証言拒否権を認めたことからも、日本に

おいてもジャーナリストは専門的職業のひとつだと言えるだろう。

２ 専門職の定義とその中核的特質

産業の発展に伴い専門職の増加あるいは職業の専門職化が進み、さまざまな分野で研究

対象になっているにも係わらず専門職概念は一層の多様化が見られ、研究者の間では一致

していない。そして専門職の定義については、類似した概念や用語が周辺に存在している

ことで混乱を生じている場合もある。竹内（1971）は過去の専門職研究の文献レビュー

をすることで定義の分類を試みたが、結果としては定まらず「百花繚乱である」29という

評価に終わった。DeGeorge（1995）によれば、「専門職（profession）とプロフェッショ

ナル（professional）という二つの語の、言葉の上での混乱を反映したものである」30と

いう。そしてDeGeorge（1995）では「プロフェッショナル」という言葉が専門職を表す

普通の言葉だとした上で、プロフェッショナルを「他の人々が片手間に報酬なしでアマチュ

アとして行うことを、本業として相応の技術を持って行い、報酬を受け取る人々のことで

ある」31と定義した。そして現代社会における例のひとつとして、ジャーナリストを挙げ

ている。

津村（1987）は、わが国の専門職概念に関する議論が「何をめぐって展開しているか」に

ついて着目し、専門職と他の職業を明確に区別する基準として以下の二つの特質を示した。
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27 塚本2021,24頁。経緯については塚本2021,23 24頁を参照。

28 山田2021,9頁。

29 経緯については、竹内1971,49 50頁を参照。

30 DeGeorge1995,p.587.

31 DeGeorge1995,p.588.



①体系的・理論的知識の日常生活への応用。

②愛他的倫理、利他主義、サービス理念といった専門職従事者の職業的態度・意識。

①体系的・理論的知識に基づく専門職の活動で中心に置かれるのが「専門職の職業倫理」

であり、この①と②に由来する「職業的自律性」が専門職従事者の中核的特質となる。こ

の二つの基準から津村（1987）は専門職を「その活動が、他から明確に区別される自立

（律）的な領域を持つ体系的・理論的知識を基礎に置く職業」32と定義した。

専門職が有する高度な知識や技術、歴史的な社会的威信から、専門職には大きな自律性

が認められている。そしてその見返りとして、公共の福祉に奉仕すること、高潔な行動基

準を設けること、他の人々以上に厳しい規律を課すこと、が要求されてきた。専門職が

自らに課した基準は専門職倫理綱領と呼ばれ、専門職の団体によって発表され、施行され

る33。しかし必ずしもそれは雇用者が被雇用者に期待するような、忠誠や服従を表したも

のではない。山口（2007）は津村（1987）が呈示する基準を踏まえた上で、「専門的見地

から意思決定を行い職務を遂行することと、所属組織体の要求との間に相反ないし矛盾・

対立が生ずる可能性は否定できない。とりわけ、経済性・効率性を重視せざるを得ない企

業に雇用される専門職は、深刻な課題と直面する可能性を持つ」34と専門職倫理の侵害の

解消が企業倫理の課題であり、そこにジレンマ 35が存在することを述べる。

専門職と企業との関係におけるジレンマについての研究は、「専門職化と官僚制化」と

いう組織構造に注目して、1960年代から組織論の分野で行われてきた。Hall（1968）の

研究では、専門職化の進行と官僚制化の存在の間に比較的小さな負の相関関係が見られ、

専門職として重要な属性である「自律性」変数は、五つの官僚制次元との間に「強い負」

の逆相関の関係が存在することを示した36。官僚制は人材に専門性を持たせないことが一

般的なため、官僚制化の進展は専門職の自律性を脅かすことにつながると言える。また、

こうした状況について佐藤（1971）は「自律的なプロフェッショナル組織においても、

組織運営のためにはしばしば官僚制的要素が必要とされるから、なかなか現実困難であ

る」37と、専門職の自律性を企業組織内で確保することの難しさを述べている。
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32 津村1987,48頁。

33 経緯はDeGeorge1995,p.589 590.を参照。

34 山口2007,169頁。

35 放送事業者でのジレンマの例としては、岩本（2004）、須藤（2007）が挙げられる。

36 Hall1968,p.102 103.

37 佐藤1971,136 137頁。



すなわち、高い倫理性が求められている職種が「専門職（Professional）」ということ

であるが、果たしてこの認知が社会で広がっているのだろうか。ジレンマの改善には対立

の根拠を明確にすることが必要であり、具体的な事例に基づく分析が必要になる。自律性

はその中で重要な因子となるであろう。また日本の場合は職業の独立性が低いため、こう

いう状況下でどのように倫理性を高めていくのかは、大きな課題である。特に放送業界に

おいては専門職が多いにも係わらず、雇用は職能ではなく企業ごとになっている場合が多

く、人材の流動性が低い傾向にある。こうした点に大きな課題を残す。

３ 専門職倫理としての放送倫理基本綱領について、制度上の課題

メディア産業の自立・自律を支える根幹は倫理であるが、放送業界は次に述べるような

公的な側面から、規制が広範囲にかかっている。その側面とは、①電波の公的財産性、

②電波の有限希少性、③放送効果の衝撃性、という三つの特色 38である。こと日本にお

いては、「言論機関である放送事業者を大臣が監督するという仕組みには、国家からの自

由が十分に担保されていないという憲法上の問題がある」39と鈴木（2014）が指摘するよ

うに、放送局は行政府の監督を受けるという立場にあり、「国家からの自由」が確立して

いるとは制度設計上言いがたい面がある。そして日本と同様に、新聞・放送・雑誌の三媒

体の中で公的規制の影響を最も受けやすいのは、どの国でも放送である。

現在NHKおよび各民間放送事業者では「放送倫理徹底への取り組み」が行われている。

しかしその後も番組情報の捏造事件等の放送倫理違反事例が絶えないことから判断すると、

各社において十分に機能しているとはまだ言い難く、研究者からの指摘も多い 40。放送事

業者における専門職従事者は常に外圧にさらされているが、彼らへの外圧からの自立・自

律の確保はこれまで以上に重要になる局面が来ている。ただその対応を個人に全て任せる

のは負担が重く、日々の業務へのパフォーマンスが下がることも想定される。特に現在は

企業内専門職も増えていることから、所属する企業において専門職倫理が円滑に機能する

仕組みを検討することも、今後は必要になるだろう。
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38 清水2009,145頁。

39 鈴木2014,16頁。

40 これらの主な指摘については、丹羽 2004,299 301頁、花田 2018,17頁、渡辺 2004a,161頁を参

照。



Ⅳ 放送倫理基本綱領の将来に向けた役割とその拡充

放送倫理が専門職倫理なのか、企業倫理なのか、明確な答えは未だ出せていない。しか

し企業での従業員の雇用形態がメンバーシップ型からジョブ型へ移行している現状におい

て、企業と専門職はどのようにそれぞれの倫理性を高めていけば良いのだろうか。

専門職の倫理的な活動と企業経営の両立には、ひとつひとつの決断に含まれる多くの価

値観を整理する必要があると考える。そして最終的な意思決定において責任ある決断を下

すためには、自分の決断によって影響を受けるのはどのステークホルダーか、そして特に

支援する義務があるのはどのステークホルダーなのか、を明確にしなければならない。

メディア産業に関わる人々の社会に対する倫理的な義務は非常に重要だが、その責任は

規定されていないことが多く、議論の対象になっている。「責任が法に帰結する」とい

う単純な方法での解決ではなく、ニュース、広告、広報、エンターテインメントなどの情

報・コミュニケーション・コンテンツ制作活動を通して、メディア産業事業者自身が、社

会的責任の自覚と、オーディエンスへの真摯な配慮による説明責任によって倫理的な成果

が得られるよう、専門職とメディア産業事業者との間で議論が推し進められていく必要が

ある。

メディア産業の説明責任を解析するツールの中で、倫理規範は世界的に最も広く使用さ

れているもののひとつである。誠実さと正直さを維持するための構造的な概観が倫理規範

によってもたらされることで、専門職は倫理的な基準を維持することができる。つまり倫

理規範は、さまざまな「すべきこと」と「すべきでないこと」に関連する専門職のための

ロードマップとなるもの、といえる。また倫理規範には、より志の高いものもあれば、よ

り規範的なものもあるため、社会に対する自分たちのより大きな義務について、専門職は

倫理規範を通じて知ることができる。そして倫理規範は社会の期待を反映するものでもあ

るため、ジャーナリズムにとっても大変重要である41。

これらの議論の整理に幅広く活用されているのが、倫理規範を取り入れたフレームワー

クである。ここではその例として「ポッターボックスモデル」という循環型モデルを取り

上げる。提唱したChristiansによれば、このモデルの目的は、分析スキルと倫理感の向
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41 Babcock.andFreivogel2015,p.678を参照。



上である42。このモデルでは、倫理上の問題事例を象限ごとに四つの段階 43を示したフレー

ムワークで分析を行い、その循環を通じてフィードバックを展開していく。このモデルの

狙いについて塚本（2010）は「物事を深く分析して、倫理的判断を単なる現状肯定にし

ないようにすることと、予想もつかない出来事、あるいは倫理的な価値が対立するような

出来事に遭遇した時に、適切な判断ができる感覚を養う」44ことと説明する。

ポッターボックスでは、各象限での検討課題を丁寧に考えることに並行して、有機的な全

体として俯瞰的に全象限を見ていくことで、検討課題が単に事象ごとに孤立した各象限の

ランダムな集まりではなく、リンクしたシステムであることが、分析の利用者に明示され

る。ポッターボックスによる四象限の分析を通じて、検討課題へ適用する倫理規範の論理
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42 Christiansetal.2020,p.xi.を参照。

43 第一象限では事実を明確化する。第二象限では価値観を明確化する。第三象限では倫理規範または哲

学を明確化する。第四象限では忠誠心を選択する。これらを経て得られた分析結果を、最終的な意思決

定や特殊な判断や方針を決めることに用いる、というモデル。この最終結果を次の事例へフィードバッ

クし、活用の幅を広げていくように使用する（Christiansetal.2020,p.7 8）。

44 塚本 2010,69頁。

（Christiansetal.2009,p3、塚本 2010,69 87頁の記述に基づき、筆者が作成）。

図２ ポッターボックスモデル



を理解することで、メディア企業の実務者たちは概念的な作業の質を向上できるようにな

ることが期待される。またその結果、長期的には実務者たちによる意思決定や選択の妥当

性が高まっていくようになることにつながるだろう。

フレームワークを使った倫理の検討課題の分析についてBabcock,andFreivogel（2015）

は「メディアの倫理に関する様々な問題を扱うには、ポッターボックスモデルのような一

般的な倫理規範を用いたモデルの方がより適切な場合がある」45と述べているが、次の二

つの理由が考えられる。第一に、メディア産業の専門職にとっての最高の価値基準は、あ

る一定の役割に特化した原理ではなく、一般的なモラリティであること46。第二に、今日

のメディア産業では専門職種と企業経営者の両者ともが主要な構成員として意思決定や選

択を求められるため 47、である。筆者も本フレームワークを用いてケーススタディを実践

したが、メディア産業特有の事象を洗い出すことに一般的な倫理規範を用いて検討しても

十分に活用でき、問題は無いと感じた。

倫理規範に基づいた意思決定は最終的には個人が主体になる。メディア企業においては

専門職倫理に則り、個人が「言論・表現の自由」から派生してより善き選択を行える必要

がある。現在の日本の放送制度における「法定システム」「自主システム」の二つのシス

テムは、放送事業者にとって制度設計上で十分とは言えないながらも「国家からの自由」

を維持する努力がされている一方で、メディア企業における専門職の内部的自由 48も十

分に確保できているとは言いがたい。倫理は法律でも市場でも代替が難しく、人材に依拠

する制御資源であることから、放送倫理に加えて専門職倫理も独立した綱領として放送制

度における二つのシステムの中に位置付けられる必要があるだろう。そして民間放送事業

者で働く専門職個人に対しては、フレームワークを通じた意思決定プロセスのトレーニン

グとフィードバックを積み重ねることで、実務上での倫理的課題に対し、単に社会との調

整で出来上がった「自主規制」を行うのではなく、専門職倫理に基づいた「より善き選択」

が行えるよう日頃から備えておく必要があると考える。

民間放送業における放送倫理 43

45 Babcock,andFreivogel2015,p.679.

46 Christians2008,p74 75.を参照。

47 Babcock,andFreivogel2015,p.679.

48 本論では「内部的自由とは、マス・メディア企業に所属するジャーナリストがその企業に対して要求

しうる様々な精神的自由の総称」とする大石（2004）の定義に準ずる（大石 2004,65頁）。
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